　平成２３年第２回長久手町議会定例会議案概要説明一覧表
	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第２８号

	平成２３年度長久手町一般会計補正予算（第１号）
	歳入歳出とも、２，２５０万円の増額で予算総額を１５４億２５０万円とするものです。

　歳入といたしましては、県支出金及び繰越金の増額です。

歳出といたしましては、土木費の増額です。

	議案第２９号
	長久手町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について
	条例改正の内容は、①結核性疾患による病気休暇の場合における給与の半減までの期間を１年とする規定を削ること。②条例第２４条第２項に規定するもののほか、給与の減額に関し必要な事項を規則で定める規定を追加することです。
なお、この条例は、平成２３年７月１日から施行するものとします。

	議案第３０号
	長久手町職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例について
	条例改正の主な内容は、①職員が３歳未満の子を養育するために時間外勤務の制限の請求をした場合には、職員の業務を処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合を除き、時間外勤務をさせてはならない規定を追加すること。②配偶者が常態として子を養育することができる職員について、育児のための時間外勤務の制限の請求をすることができる規定に改めることなどです。
なお、この条例は、平成２３年７月１日から施行するものとします。


	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第３１号
	長久手町税条例の一部を改正する条例について
	条例改正の内容は、①東日本大震災に係る雑損控除額等の特例に関する規定を追加すること。②東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の適用期限の特例に関する規定を追加することです。
なお、この条例は、公布の日から施行するものとします。ただし、附則に２条を加える改正規定（附則第２３条に係る部分に限る。）は、平成２４年１月１日から施行するものとします。


	議案第３２号

	長久手町特別支援学校就学奨励金支給条例の一部を改正する条例について
	条例改正の主な内容は、特別支援学校就学奨励金の支給の要件について、愛知県心身障害高校生奨学金の支給を受けていない者を対象とする規定を削り、条例第２条に規定する児童・生徒全てを対象とすることなどです。
なお、この条例は、公布の日から施行するものとします。


	議案第３３号

	長久手町を長久手市とすることについて
	議案の内容は、平成２４年１月４日から長久手町を長久手市とすることを愛知県知事に申請することです。


	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第３４号
	（仮称）長久手第三中学校校舎新築工事請負契約の締結について
	（仮称）長久手第三中学校校舎新築工事請負契約を契約金額１１億１，３００万円で、名古屋市東区EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(あおい),葵)三丁目２５番３２号　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(ぎ),岐)

EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(けん),建)株式会社名古屋支店　支店長　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(きたむら),北村)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(こういち),公一)と締結しようとするものです。

　工事の概要は、鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）４階建、延べ床面積
８，４２３．７４㎡の（仮称）長久手第三中学校校舎新築工事を実施するものです。

　工期につきましては、平成２５年２月２８日までとしています。

　請負業者は、平成２３年５月２５日に１７者による事後審査型制限付き一般競争入札の電子入札で選定をいたしました。


	諮問第 １ 号

	人権擁護委員の候補者の推薦について
	この案を提出するのは、現人権擁護委員のEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(かわもと),川本)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(てるこ),照子)氏の任期が平成２３年１２月３１日で満了となることから、新たにEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(のざき),野嵜)　EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps14 \o\ad(\s\up 13(すまこ),スマ子)氏を推薦したいと思いますので、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき議会の意見を求めるものです。
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